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○大東市軽度難聴児補聴器購入等助成金交付要綱 

令和２年３月２５日 

要綱第２５号 

改正 令和３年６月２２日要綱第７４号 

令和３年１１月１５日要綱第１０４号 

（目的） 

第１条 この要綱は、大東市補助金等の交付等に関する条例（平成３１年条例第３号）及

び大東市補助金等の交付等に関する条例施行規則（平成３１年規則第６号）に定めるも

ののほか、軽度の難聴児の言語及び生活適応訓練を促進し、もって福祉の増進を図るた

め、大東市軽度難聴児補聴器購入等助成金（以下「助成金」という。）を交付すること

について、必要な事項を定めることを目的とする。 

（助成の対象児） 

第２条 助成金の交付の対象児は、両耳の聴力レベルが３０デシベル以上の１８歳未満の

者であって、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。 

(1) 対象児及びその保護者（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条に規定す

る保護者をいう。以下「保護者」という。）が、本市に居住していること。 

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）に基づく補装具費の支給及び大阪府

難聴児補聴器交付事業実施要綱に基づく補聴器の交付の対象とならないこと。 

(3) 第６条の規定による助成金の交付の申請を行う月の属する年度（４月から６月まで

に交付の申請をする場合にあっては、前年度）における保護者の属する世帯に属する

全ての者の市町村民税所得割額が４６０，０００円未満であること。 

(4) この要綱による助成金（補聴器の購入に係るものに限る。）の交付を受けている場

合は、一側の耳につき、当該助成金の交付の決定の日から５年を経過していること。 

（助成の対象経費） 

第３条 助成金の交付の対象となる経費は、次のとおりとする。 

(1) 補聴器（附属品を含む。以下同じ。）の購入、修理又は交換（以下「補聴器の購入

等」という。）に要する費用 

(2) 軽度難聴児補聴器購入意見書の作成に要する費用 

（助成の対象補聴器） 
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第４条 助成金の交付の対象となる補聴器は、耳かけ型補聴器、ポケット型補聴器及び耳

穴型補聴器とし、片側装用に１台、両側装用につきそれぞれ１台を限度とする。 

（助成金の額） 

第５条 補聴器の購入に係る助成金の額は、補聴器１台につき、次の各号に掲げる保護者

の属する世帯の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 生活保護世帯（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護を受け

ている世帯をいう。以下同じ。） 次に掲げる額のいずれか少ない額 

ア 補聴器の購入に要する費用（消費税及び地方消費税を含む。）の額（次号アにお

いて「購入費用額」という。） 

イ ４６，５３４円（イヤーモールドを併せて購入する場合にあっては、５６，０７

４円） 

(2) 生活保護世帯以外の世帯 次に掲げる額のいずれか少ない額 

ア 購入費用額に３分の２を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額） 

イ ３１，０００円（イヤーモールドを併せて購入する場合にあっては、３７，３０

０円） 

２ 補聴器の修理又は交換に係る助成金の額は、補聴器１台につき、次の各号に掲げる保

護者の属する世帯の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 生活保護世帯 次に掲げる額のいずれか少ない額 

ア 補聴器の修理又は交換に要する費用（消費税及び地方消費税を含む。）の額（次

号アにおいて「修理費用額」という。） 

イ 補装具の種目、購入又は修理に要する費用の額の算定等に関する基準（平成１８

年厚生労働省告示第５２８号）に準じた額（２１，４１２円を限度とする。次号イ

において「修理基準額」という。） 

(2) 生活保護世帯以外の世帯 次に掲げる額のいずれか少ない額 

ア 修理費用額に３分の２を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額） 

イ 修理基準額に３分の２を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額） 

３ 軽度難聴児補聴器購入意見書の作成に係る助成金の額は、軽度難聴児補聴器購入意見
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書の作成のために医療機関が実施した検査に要する費用とし、５，０００円を限度とす

る。 

（助成金の交付の申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする保護者（以下「申請者」という。）は、大東市軽

度難聴児補聴器購入等助成金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次

に掲げる書類（第１号及び第４号に係る書類は、補聴器の購入の場合に限る。）を添え

て、市長に申請するものとする。この場合において、申請者は、助成金（第３条第２号

に掲げる経費に係るものを除く。）の請求及び受領の権限を補聴器の販売業者に委任し

なければならない。 

(1) 障害者総合支援法第５４条第２項の規定により指定を受けた指定自立支援医療機

関の医師及び身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定

により大阪府知事等が指定した耳鼻咽喉科の医師（以下「医療機関」という。）が作

成した軽度難聴児補聴器購入意見書（様式第２号） 

(2) 補聴器の販売業者が作成した補聴器の購入等に係る見積書 

(3) 交付の申請を行う年度に係る申請者が属する世帯全員の市町村民税課税証明書又

は世帯全員の氏名の記載がある生活保護世帯受給証明書 

(4) 前条第３項に規定する検査に係る医療機関の領収書 

（交付の決定及び助成券の交付） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査した上で、助成

金の可否を決定し、申請者に対し大東市軽度難聴児補聴器購入等助成金交付決定通知書

（様式第３号）によりその旨を通知するとともに、助成金の交付を決定する場合にあっ

ては補聴器購入等助成券（様式第４号）を交付するものとする。 

（補聴器の購入等） 

第８条 前条の交付決定を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、第６条第２

号に掲げる見積書を作成した補聴器の販売業者に対し、助成券に記載された自己負担額

を支払うとともに、必要事項を記載等した助成券を提出し、補聴器の購入等をするもの

とする。 

（第５条第１項又は第２項に係る助成金の請求） 

第９条 助成券の提出を受けた補聴器の販売業者は、大東市軽度難聴児補聴器購入等助成

金交付請求書（その１）（様式第５号）に当該助成券及び交付決定者に対する補聴器の
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購入等に係る領収書の写しを添え、第６条の規定による委任に基づき、交付決定者に代

わり、第５条第１項又は第２項に係る助成金の支払を市長に請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査した上で、適当と認

めるときは、速やかに当該助成金を補聴器の販売業者に支払うものとする。 

（第５条第３項に係る助成金の請求） 

第１０条 補聴器の購入に係る第７条の決定を受けた交付決定者は、大東市軽度難聴児補

聴器購入等助成金交付請求書（その２）（様式第６号）により、第５条第３項に係る助

成金の支払を市長に請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査した上で、適当と認

めるときは、速やかに当該助成金を交付決定者に支払うものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１１条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、助成金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 

(2) この要綱の規定に違反したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

２ 市長は、助成金の交付を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し既に

助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

（助成券の譲渡等の禁止） 

第１２条 助成券は、譲渡し、又は貸与してはならない。 

（報告） 

第１３条 市長は、必要があると認めるときは、交付決定者に対し、補聴器の購入等の状

況について報告を求めることができる。この場合において、交付決定者は、正当な理由

がない限り、これらを拒んではならない。 

（補則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年要綱第７４号） 
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この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年要綱第１０４号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に存するこの要綱による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるものとみ

なす。 

３ この要綱の施行の際現に存する旧様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整

をして使用することができる。 
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様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第１０条関係） 

 


